








その一方、2014年に、ニュージーランドの社会開発省（Ministry of Social Development）大臣Anne Tolleyは、この 10年間
で児童虐待の件数が初めて減少したことを発表した。2014年 6月締めの 1年間で、心理的虐待を受けた児童は 9,499人と、


















4 ［訳者注］2012年のイギリスの医学雑誌 The Lancetにおいて、Ruth Gilbert教授らは、アメリカ合衆国、イギリス、カナダ（マニトバ
州）、ニュージーランド、オーストラリア（西部）、スウェーデンの先進六か国について、いくつかの観点から児童虐待の発生状況の推
移を検証し、児童虐待を減らすためのさまざまな政策的努力にもかかわらず、これらの諸国において、虐待が減少した科学的証拠はな
いと結論している（Lancet, 2012 Feb 25; 379(9817): 758-72.）。























53）Wairarapa地区で起きた事態は、2009年 6月 12日に警察から当委員会に報告された 7。警察は早期に「ホープ作戦」を
開始させたが、こうした報告がなされる状況というのは、直ちに当委員会の行動が求められている事態であるのは明白で









タッフはおよそ 550のファイルの再調査に着手することとなった。Operation Hope: Review Report, A Review of Wellington Police District’s 
Response to Operation Hope, Assistant Commissioner G Jones (retired), 27 November 2009, p 2.（「ホープ作戦に対するWellington地方管区の再
調査報告」）
7 この報告は、1988年の独立警察監察委員会法（Independent Police Conduct Authority Act）に規定された義務と、Memorandum of Under-
































9 Independent Police Conduct Authority Act 1988.
 当委員会を統轄するのは、上級裁判所（High Court）裁判官Lowell Godard氏（当時）である。現在の構成については、独立警察監察委
員会webサイトwww.ipca.govt.nz.参照。
10 Independent Police Conduct Authority Act 1988, s 12.
 当委員会は、警察に関する苦情を受理した場合、それを警察に通知しなければならない。同様に、警察も苦情を受理した場合、当委員
会に報告する義務がある。
11 当委員会の元来のマオリ語の語義は、「Whaia te pono, kia puawai ko te tika（真実の追究が正義をもたらす）」である。また当委員会の職
務も、「より安全なコミュニティ」という司法部門の目的と、以下にかかげる警察の主要な戦略的目的に資するものである。（1）信頼
できる安心・安全なコミュニティ、（2）犯罪と道路上のトラブル（road trauma）の減少、被害者の減少、（3）国際的水準の警察サービ

































12 Independent Police Conduct Authority Act 1988, s 27.
 当委員会は、着手されるべき懲戒手続や刑事手続の勧告を行うことができる。しかしながら、当委員会自体が告発すること、あるいは
懲戒手続をとることはできない。






















Convention on the Rights of the Child 1989）にも加盟しており、国際的な義務を負っている。明示的もしくは解釈上類推的に、
危害から児童を保護することをニュージーランドに義務付ける条約や宣言、憲章の説明は、付録 1にある。目下ここでは、











18 UNICEF A League Table of Child Maltreatment Deaths in Rich Nations Innocenti Report Card No 5, September 2003.（「ユニセフによる先進国の
児童の虐待死調査報告書」）
 旧版でのランク付けでは、過去 5年間のこのような虐待死の上位 2国はアメリカ合衆国とメキシコである。改定版には「死因が特定で
きない」死亡も含み、こちらでは、ニュージーランドは第 5位となっている。
19 United Nations Convention on the Rights of the Child; signed on 20 November 1989 and effective 2 September 1990.（児童の権利に関する条約）




































20 United Nations International Covenant on Civil and Political Rights, Human Rights Committee 5th Periodic Review of New Zealand, 25 March 2010, 












































・マオリおよび太平洋地域島嶼民、その他の少数民族支援局の局長（National Manager of Mori, Pacific and Ethnic Services）
・組織犯罪および金融犯罪対策局の局長（Deirector of Organised and Financial Crime Agenc: OFCANZ）


























 組織体制についての情報は、Briefing to Incoming Minister 2008, New Zealand Police, (undated)（「新任の警察大臣への要点説明」）より。
24 Briefing to Incoming Minister 2008, New Zealand Police, (undated), p 11.























98）当委員会はここで、政府統計（Statistics New Zealand）による『ニュージーランドの犯罪　1996-2005年』（Crime in 









26 ［訳者注］ニュージーランド国家警察の警察官総数は、約 12,000人である。ニュージーランドの国家全体の人口は約 470万人であり、
ほぼ福岡県に近い規模と考えていただければよいだろう。
 ニュージーランド国家警察HP http://www.police.govt.nz/参照。
27 すべての犯罪が警察に通報されるわけではない。したがって、犯罪の中には、通報もされず、発見もされないものがある（Crime in New 
Zealand 1996-2005, Statistics New Zealand, December 2006, pp 2, 33.）（政府統計「ニュージーランドの犯罪」）。

































と。2008/09 Financial Review of the New Zealand Police, pp 7,33.
31 Crime in New Zealand 1996-2005, Statistics New Zealand, December 2006, p 33, 37.
32 Crime in New Zealand 1996-2005, Statistics New Zealand, December 2006 pp 2, 33. 政府統計は、読者に次のように注意を喚起している。すな
わち、発見されていない犯罪が多くある一方で、発見されてはいるが記録されていないもの、また報告されてはいるが公式に記録され
ていないものがあると。Review of Crime and Criminal Justice Statistics Report 2009, Statistics New Zealand, p 25.（政府統計「犯罪と司法の
統計報告再調査」）
































6．国家情報システム（National Intelligence Application: NIA）の中の分類
109）現在、犯罪法典（offence codes）の統一整備が進められており、2008年半ば以降、すべての警察スタッフは国家情報
34 New Zealand Police 2008/09 Annual Report, Part 8, pp 84-100. ニュージーランド警察は、暦の一年（12月 31日〆）と財政上の一年（6月 30
日〆）の二種類の異なる形式で年間犯罪統計を発表している。
35 Statistics New Zealand, Review of Crime and Criminal Justice Statistics Report 2009, p 39.
36 Statistics New Zealand, Review of Crime and Criminal Justice Statistics Report 2009, pp 40-42.
［翻訳］児童虐待捜査に関する警察の実務・政策の調査（横山）148
システム中に犯罪データが含まれている場合、それらの利用規則に従うことが期待されている。この統一整備は、『ニュー































37 New Zealand Police National Recording Standard. （「ニュージーランド警察記録基準」）
38 もし、彼 /彼女が 16歳に達していれば、結婚するか組合に加入するかもしれないが、彼らが 16歳か 17歳ならば、結婚するにしても組








121）法整備審議会は、最近、『1961年犯罪法第8部の見直し：人に対する罪の再調査』（Review of Part 8 of the Crimes Act 1961: 





















ライン』（Policy and guidelines for the investigation of child sexual abuse and serious physical abuse）の詳細は後に取り上げる。
39 Review of Part 8 of the Crimes Act 1961: Crimes Against the Person, Law Commission, Report 111, November 2009.（「1961年犯罪法第 8部の見
直し：人に対する罪の再調査」）
 この報告書は 86頁にわたっており、同委員会のウェブサイトで閲覧できる。www.lawcom.govt.nz




41 Review of Part 8 of the Crimes Act 1961: Crimes Against the Person, Law Commission, Report 111, November 2009, para 5.17 at p 52. The United 
































































43 参照すべき関連法規や一般規則とともに、警察の政策および手続体系の流れを示したものが、Report of the Commission of Inquiry into 




















































































































































48 1995 Policy, chapter 11, at 11.1.
49 ここに挙げられた諸原理や諸手続は、児童虐待捜査に関する英国の近年の政策文書の中でも同じように強調されている。National Polic-




































































































54 これは、Operation Hope, Closure Report, Wellington District, November 2009, Detective Senior Sergeant T Penny（ホープ作戦「Wellington管区
開示報告書」）で論じられている。この問題は、多機関センターとの関連でのちに論じられる。
55 National Policing Improvement Agency, Guidance on Investigation of Child Abuse and Safeguarding Children, 2nd edition, 2009.








57 Operation Hope: Review Report, A Review of Wellington Police District’s Response to Operation Hope, Assistant Commissioner G Jones (retired), 27 


























58 そこには、ファミリーバイオレンス部の事件ファイルとともに 1996/2 Police Family Violence Policyと題された内部の政策文書への参照
もある。ファミリーバイオレンス訴訟についての政策とファミリーバイオレンス事件の起訴は、男性の女性に対する暴行、ダイバー
ジョン、被害者の権利の分野で、1996/2 Police Family Violence Policyに替わるものと述べられている。
59 Family Violence Prosecution Policy 2007, Police Prosecution Service, p 14. ここでは、Commissioner’s Circular 2007/03 Crimes (Substituted Sec-
tion 59) Amendment Act 2007（コミッショナー通達 2007/03　犯罪法第 59節改正法 2007）も参照されている。
60 Final Results of 2 year Review of Police Activity Since Enactment of the Crimes (Substituted Section 59) Amendment Act 2007, New Zealand Police, 





こには、警察が 2012年 6月までの六ヵ月、この法改正の影響を監視し続けることに同意したことも書かれている 61。
（2017年 9月 11日　脱稿）
61 最近六ヵ月の再調査で分かったことは、前回のモニタリングとも一致している。警察と子ども・若者・家族支援局によって行われた諸
政策と諸手続への最近の再調査は、報告書とメディアの報道対象となっている。その報告書自体は、Report to the Minister for Social 
Development and Employment pursuant to section 7(2) of the Crimes (Substituted Section 59) Amendment Act 2007, November 2009（「犯罪法第 59
節改正法 2007のセクション 7(2)を履行する社会開発大臣への報告」）である。
本研究は、国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間
の構築」研究開発領域による研究成果の一部である。
